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①福祉サービス分野 

千葉県 京都府 熊本県 
第２条 

一 福祉サービスを提供し、又は利用させる場合において、

障害のある人に対して行う次に掲げる行為 

イ 障害を理由として、福祉サービスの利用に関する適

切な相談及び支援が行われることなく、本人の意に反

して、入所施設における生活を強いること。 

ロ 本人の生命又は身体の保護のためやむを得ない必要

がある場合その他の合理的な理由なく、障害を理由と

して、福祉サービスの提供を拒否し、若しくは制限し、

又はこれに条件を課し、その他不利益な取扱いをする

こと。 

第６条 〈主体：府及び事業者〉 

(1) 障害者に社会福祉法（昭和26年法律第45号）第２条

第１項に規定する社会福祉事業に係る福祉サービス（以

下「福祉サービス」という。）を提供する場合において、

当該障害者に対して、その生命又は身体の保護のためや

むを得ないと認められる場合その他の合理的な理由があ

る場合を除き、その障害を理由として、福祉サービスの

提供を拒み、若しくは制限し、又はこれに条件を付し、

その他不利益な取扱いをすること。 

(2) 障害者に障害者の日常生活及び社会生活を総合的に

支援するための法律（平成17年法律第123号）第５条第

１項に規定する障害福祉サービスを提供する場合におい

て、当該障害者に対して、同条第16項に規定する相談支

援が行われた場合その他の合理的な理由がある場合を除

き、その障害を理由として、当該障害者の意に反して同

条第１項に規定する厚生労働省令で定める施設若しくは

同条第11項に規定する障害者支援施設に入所させ、又は

同条第15項に規定する共同生活援助を行う住居に入居さ

せること。 

第８条 〈主体：何人も〉 

(1) 障害者に社会福祉法(昭和26年法律第45号)第2条第

1項に規定する社会福祉事業に係る福祉サービスを提供

する場合において、障害者に対して、障害者の生命又は

身体の保護のためやむを得ない必要があると認められる

場合その他の合理的な理由がある場合を除き、障害を理

由として、福祉サービスの提供を拒み、若しくは制限し、

又はこれに条件を付し、その他不利益な取扱いをするこ

と。 

(2) 障害者に障害者の日常生活及び社会生活を総合的に

支援するための法律(平成17年法律第123号)第5条第1

項に規定する障害福祉サービスを提供する場合におい

て、障害者に対して、同条第16項に規定する相談支援が

行われた場合その他の合理的な理由がある場合を除き、

障害を理由として、障害者の意に反して同条第 1項に規

定する厚生労働省令で定める施設若しくは同条第11項に

規定する障害者支援施設への入所を強制し、又は同条第

15項に規定する共同生活援助を行う住居への入居を強制

すること。 

長崎県 鹿児島県 沖縄県 
第１０条 障害福祉サービス、介護保険サービスその他の

福祉サービス（以下「福祉サービス」という。）の提供を

行う者は、障害のある人に対して、障害を理由として、

福祉サービスの利用に関する適切な相談及び支援を行う

ことなく、障害のある人の意思又はその家族等の意思（障

害のある人の意思を確認することが困難である場合に限

る。）に反して、障害者支援施設その他福祉サービスを行

う施設への入所（入居を含む。）又は通所を強制してはな

らない。 

２ 福祉サービスの提供を行う者は、障害のある人に対し

て、障害のある人の生命又は身体の安全の確保のためや

むを得ない場合その他の客観的に正当かつやむを得ない

と認められる特別な事情がある場合を除き、福祉サービ

スの提供に関し、不均等待遇を行ってはならず、又は合

理的配慮を怠ってはならない。 

第９条 福祉サービスに従事する者は、障害のある人に対

して福祉サービスを提供する場合において、正当な理由

なく、障害を理由として、福祉サービスの提供を拒否し、

若しくは制限し、又はこれに条件を付し、その他不利益

な取扱いをしてはならない。 

２ 福祉サービスに従事する者は、障害のある人の心身の

状況、その置かれている環境及び障害のある人の福祉サ

ービスの利用に関する意向等を勘案することなく、障害

を理由として、障害のある人の意思に反して、福祉サー

ビスを行う施設への入所その他福祉サービスの利用を強

制してはならない。 

第８条 福祉サービス（社会福祉法（昭和 26年法律第 45

号）第２条第１項に規定する社会福祉事業に係る福祉サ

ービス又はこれに類する福祉サービスをいう。以下同

じ。）を提供する者は、障害のある人に福祉サービスを提

供する場合において、障害のある人に対して、障害を理

由として、次に掲げる行為をしてはならない。 

（１） 本人の生命又は身体の保護のためやむを得ないこ

とその他の正当な理由がなく、福祉サービスの提供を

拒み、若しくは制限し、又はこれに条件を課す行為そ

の他不利益な取扱いをする行為 

（２） 福祉サービスの利用に関する適切な相談及び支援

が行われることなく、本人の意に反して、入所施設に

おける生活を強制する行為 
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②医療分野 

千葉県 京都府 熊本県 
第２条 

二 医療を提供し、又は受けさせる場合において、障害の

ある人に対して行う次に掲げる行為 

イ 本人の生命又は身体の保護のためやむを得ない必要

がある場合その他の合理的な理由なく、障害を理由と

して、医療の提供を拒否し、若しくは制限し、又はこ

れに条件を課し、その他不利益な取扱いをすること。 

ロ 法令に特別の定めがある場合を除き、障害を理由と

して、本人が希望しない長期間の入院その他の医療を

受けることを強い、又は隔離すること。 

第６条 〈主体：府及び事業者〉 

(3) 障害者に医療を提供する場合において、当該障害者に

対して、次に掲げる取扱いをすること。 

ア 当該障害者の生命又は身体の保護のためやむを得な

いと認められる場合その他の合理的な理由がある場合

を除き、その障害を理由として、医療の提供を拒み、

若しくは制限し、又はこれに条件を付し、その他不利

益な取扱いをすること。 

イ 法令に特別の定めがある場合を除き、その障害を理

由として、当該障害者の意に反して長期間の入院によ

る医療を受けることを強制し、又は隔離すること。 

第８条 〈主体：何人も〉 

(3) 障害者に医療を提供する場合において、障害者に対し

て行う次に掲げる行為 

ア 障害者の生命又は身体の保護のためやむを得ない必

要があると認められる場合その他の合理的な理由があ

る場合を除き、障害を理由として、医療の提供を拒み、

若しくは制限し、又はこれに条件を付し、その他不利

益な取扱いをすること。 

イ 法令に特別の定めがある場合を除き、障害を理由と

して、障害者が希望しない長期間の入院による医療を

受けることを強制し、又は隔離すること。 

長崎県 鹿児島県 沖縄県 
第１１条 医師その他の医療従事者は、障害のある人に対

して、障害を理由として、法令に別段の定めがある場合

その他の客観的に正当かつやむを得ないと認められる特

別な事情がある場合を除き、障害のある人の意思又はそ

の家族等の意思（障害のある人の意思を確認することが

困難である場合に限る。）に反して、医療を受けるよう強

制してはならない。 

２ 医師その他の医療従事者は、障害のある人に対して、

障害のある人の生命又は身体の安全の確保のためやむを

得ない場合その他の客観的に正当かつやむを得ないと認

められる特別な事情がある場合を除き、医療の提供に関

し、不均等待遇を行ってはならず、又は合理的配慮を怠

ってはならない。 

第１０条 医療従事者は、障害のある人に対して医療を提

供する場合において、正当な理由なく、障害を理由とし

て、医療の提供を拒否し、若しくは制限し、又はこれに

条件を付し、その他不利益な取扱いをしてはならない。 

２ 医療従事者は、法令に別段の定めがある場合を除き、

障害を理由として、障害のある人が希望しない長期間の

入院その他の医療を受けることを強制してはならない。 

第９条 医師その他の医療従事者は、障害のある人に医療

を提供し、又は受けさせる場合において、障害のある人

に対して、障害を理由として、次に掲げる行為をしては

ならない。 

（１） 本人の生命又は身体の保護のためやむを得ないこ

とその他の正当な理由がなく、医療の提供を拒み、若

しくは制限し、又はこれに条件を課す行為その他不利

益な取扱いをする行為 

（２） 法令に特別の定めがある場合を除き、本人が希望

しない長期間の入院その他の医療を受けることを強制

し、又は隔離する行為 
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③商品又はサービス提供分野 

千葉県 京都府 熊本県 
第２条 

三 商品又はサービスを提供する場合において、障害のあ

る人に対して、サービスの本質を著しく損なうこととな

る場合その他の合理的な理由なく、障害を理由として、

商品又はサービスの提供を拒否し、若しくは制限し、又

はこれに条件を課し、その他不利益な取扱いをすること。 

第６条 〈主体：府及び事業者〉 

(4) 障害者に商品を販売し、又はサービスを提供する場合

において、当該障害者に対して、その障害の特性により

他の者に対し提供するサービスの質が著しく損なわれる

おそれがあると認められる場合その他の合理的な理由が

ある場合を除き、その障害を理由として、商品の販売若

しくはサービスの提供を拒み、若しくは制限し、又はこ

れらに条件を付し、その他不利益な取扱いをすること。 

第８条 〈主体：何人も〉 

(4) 障害者に商品を販売し、又はサービスを提供する場合

において、障害者に対して、その障害の特性により他の

者に対し提供するサービスの質が著しく損なわれるおそ

れがあると認められる場合その他の合理的な理由がある

場合を除き、障害を理由として、商品の販売若しくはサ

ービスの提供を拒み、若しくは制限し、又はこれらに条

件を付し、その他不利益な取扱いをすること。 

長崎県 鹿児島県 沖縄県 
第１２条 商品及びサービス（第10条の福祉サービスを除

く。以下同じ。）の提供を行う者は、障害のある人に対し

て、サービスの本質を著しく損なうこととなる場合その

他の客観的に正当かつやむを得ないと認められる特別な

事情がある場合を除き、商品及びサービスの提供に関し、

不均等待遇を行ってはならず、又は合理的配慮を怠って

はならない。 

第１１条 不特定かつ多数の者に対して商品の販売又は役

務の提供を行う者は、障害のある人に対して商品の販売

又は役務の提供を行う場合において、正当な理由なく、

障害を理由として、商品の販売若しくは役務の提供を拒

否し、若しくは制限し、又はこれに条件を付し、その他

不利益な取扱いをしてはならない。 

第１０条 サービスの提供又は商品の販売を行う者は、障

害のある人にサービスを提供し、又は商品を販売する場

合（第８条、前条及び第 12条から第 15条までに規定す

る場合を除く。）において、障害のある人に対して、障害

を理由として、サービスの本質を著しく損なうこととな

ることその他の正当な理由がなく、サービスの提供又は

商品の販売を拒み、若しくは制限し、又はこれに条件を

課す行為その他不利益な取扱いをする行為をしてはなら

ない。 
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④労働・雇用分野 

千葉県 京都府 熊本県 
第２条 

四 労働者を雇用する場合において、障害のある人に対し

て行う次に掲げる行為 

イ 労働者の募集又は採用に当たって、本人が業務の本

質的部分を遂行することが不可能である場合その他の

合理的な理由なく、障害を理由として、応募若しくは

採用を拒否し、又は条件を課し、その他不利益な取扱

いをすること。 

ロ 賃金、労働時間その他の労働条件又は配置、昇進若

しくは教育訓練若しくは福利厚生について、本人が業

務の本質的部分を遂行することが不可能である場合そ

の他の合理的な理由なく、障害を理由として、不利益

な取扱いをすること。 

ハ 本人が業務の本質的部分を遂行することが不可能で

ある場合その他の合理的な理由なく、障害を理由とし

て、解雇し、又は退職を強いること。 

第７条 事業主は、労働者の募集及び採用について、障害

者に対して、障害者でない者と均等な機会を与えなけれ

ばならない。 

２ 業主は、賃金の決定、教育訓練の実施、福利厚生施設

の利用その他の待遇について、労働者が障害者であるこ

とを理由として、障害者でない者と不当な差別的取扱い

をしてはならない。 

第８条 〈主体：何人も〉 

(5) 労働者の募集又は採用を行う場合において、障害者に

対して、従事させようとする業務を障害者が適切に遂行

することができないと認められる場合その他の合理的な

理由がある場合を除き、障害を理由として、募集若しく

は採用を行わず、若しくは制限し、又はこれらに条件を

付し、その他不利益な取扱いをすること。 

(6) 障害者を雇用する場合において、障害者に対して、業

務を適切に遂行することができないと認められる場合そ

の他の合理的な理由がある場合を除き、障害を理由とし

て、賃金、労働時間その他の労働条件、配置(業務の配分

及び権限の付与を含む。)、昇進、降格、教育訓練若しく

は福利厚生について不利益な取扱いをし、又は解雇する

こと。 

長崎県 鹿児島県 沖縄県 
第１３条 事業主は、障害のある人に対して、当該障害のある

人が合理的配慮をなされてもなおその業務を適切に遂行する

ことができない場合その他の客観的に正当かつやむを得ない

と認められる特別な事情がある場合を除き、労働者の募集若

しくは採用に関し、不均等待遇を行ってはならず、又は合理

的配慮を怠ってはならない。 

２ 事業主は、障害のある人に対して、当該障害のある人が合

理的配慮をなされてもなおその業務を適切に遂行することが

できない場合その他の客観的に正当かつやむを得ないと認め

られる特別な事情がある場合を除き、次に掲げる事項につい

て不均等待遇を行ってはならず、又は合理的配慮を怠っては

ならない。 

(1) 賃金 

(2) 労働時間、休憩、休日及び年次有給休暇 

(3) 昇進、配置転換、休職及び復職 

(4) 訓練及び研修 

(5) 福利厚生 

(6) その他の労働条件 

３ 事業主は、障害のある人が合理的配慮をなされてもなおそ

の業務を適切に遂行することができない場合その他の客観的

に正当かつやむを得ないと認められる特別な事情がある場合

を除き、障害を理由として、当該障害のある人を解雇しては

ならない。 

第１２条 事業主は、労働者の募集又は採用を行う場合にお

いて、障害のある人に対し、正当な理由なく、障害を理

由として、応募又は採用を拒否し、若しくは制限し、又

はこれに条件を付し、その他不利益な取扱いをしてはな

らない。 

２ 事業主は、障害のある人を雇用する場合において、次

に掲げる事項について、正当な理由なく、障害を理由と

して、不利益な取扱いをしてはならない。 

(1) 賃金 

(2) 労働時間、休憩、休日及び休暇 

(3) 昇進、降格、配置転換、休職及び復職 

(4) 教育訓練及び研修 

(5) 福利厚生 

(5) 前各号に掲げるもののほか、労働条件に関するこ

と。 

３ 事業主は、正当な理由なく、障害を理由として、障害

のある人を解雇してはならない。 

第１１条 事業主は、障害のある人を労働者として雇用す

る場合において、障害のある人に対して、障害を理由と

して、次に掲げる行為をしてはならない。 

（１） 労働者の募集又は採用に当たって、本人が業務の

本質的部分を適切に遂行することができないことその

他の正当な理由がなく、応募若しくは採用を拒み、又

は条件を課す行為その他不利益な取扱いをする行為 

（２） 賃金、労働時間その他の労働条件について、本人

が業務の本質的部分を適切に遂行することができない

ことその他の正当な理由がなく、不利益な取扱いをす

る行為 

（３） 本人が業務の本質的部分を適切に遂行することが

できないことその他の正当な理由がなく、解雇し、又

は退職を強制する行為 
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⑤教育分野 

千葉県 京都府 熊本県 
第２条 

五 教育を行い、又は受けさせる場合において、障害のあ

る人に対して行う次に掲げる行為 

イ 本人に必要と認められる適切な指導及び支援を受け

る機会を与えないこと。 

ロ 本人若しくはその保護者（学校教育法（昭和二十二

年法律第二十六号）第十六条に規定する保護者をいう。

以下同じ。）の意見を聴かないで、又は必要な説明を行

わないで、入学する学校（同法第一条に規定する学校

をいう。）を決定すること。 

第６条 〈主体：府及び事業者〉 

(5) 障害者に教育を行う場合において、当該障害者に対し

て、次に掲げる取扱いをすること。 

ア 当該障害者の年齢及び能力に応じ、かつ、その特性

を踏まえた十分な教育が受けられるようにするために

必要な指導又は支援を講じないこと。 

イ 当該障害者及びその保護者（学校教育法（昭和22年

法律第 26号）第 16条に規定する保護者をいう。以下

同じ。）への意見聴取及び必要な説明を行わないで、又

はこれらの者の意見を十分に尊重せずに、当該障害者

が就学すべき学校（同法第１条に規定する小学校、中

学校、中等教育学校（前期課程に限る。）又は特別支援

学校（小学部及び中学部に限る。）をいう。）を決定す

ること。 

第８条 〈主体：何人も〉 

(7) 障害者に教育を行う場合において、障害者に対して行

う次に掲げる行為 

ア 障害者の年齢及び能力に応じ、かつ、その特性を踏

まえた十分な教育が受けられるようにするために必要

な指導又は支援を講じないこと。 

イ 障害者又はその保護者(学校教育法(昭和 22年法律

第26号)第16条に規定する保護者をいう。第16条第

2項において同じ。)への意見聴取及び必要な説明を行

わないで、就学させるべき学校(同法第1条に規定する

小学校、中学校又は特別支援学校(小学部及び中学部に

限る。)をいう。)を指定すること。 

長崎県 鹿児島県 沖縄県 
第１４条 教育委員会及び校長、教員その他の教育関係職

員は、就学に関して、法令等の趣旨に反し、障害を理由

として、次の各号に掲げる行為を行ってはならない。 

(1) 障害のある人及びその保護者（学校教育法（昭和

22年法律第26号）第16条に規定する保護者又は就学

に要する経費を負担する者をいう。以下同じ。）に対し

て必要な情報提供を行わないこと。 

(2) 障害のある人及びその保護者の意見を尊重せず、障

害のある人及びその保護者との間で学校教育の場にお

いて必要な支援等について合意形成を図ろうとしない

こと。 

２ 教育委員会及び校長、教員その他の教育関係職員は、

学校教育の場において、障害のある人が、その年齢及び

能力に応じ、かつ、その特性を踏まえた十分な教育を受

けられるよう、障害のある人に対して、客観的に正当か

つやむを得ないと認められる特別な事情なしに、不均等

待遇を行ってはならず、又は合理的配慮を怠ってはなら

ない。 

第１３条 教育委員会及び校長、教員その他の教育関係職

員は、障害のある人が教育を受ける場合において、障害

のある人の年齢及び能力に応じ、かつ、その特性を踏ま

えた十分な教育が受けられるようにするための教育上必

要な支援を講じなければならない。 

２ 教育委員会は、障害のある人若しくはその保護者（学校

教育法（昭和22年法律第26号）第16条に規定する保護

者をいう。）に対し必要な説明を行わず、又はこれらの者

から意見を聴取せずに、就学させるべき学校（同法第１

条に規定する小学校、中学校又は特別支援学校（小学部

及び中学部に限る。）をいう。）を決定してはならない。 

第１２条 校長、教員その他の教育関係職員は、障害のあ

る人に教育を行う場合において、障害のある人に対して、

その障害の状態、その者の教育上必要な支援の内容、地

域における教育の体制整備の状況等に応じ、本人に必要

と認められる適切な指導及び支援を受ける機会を与えな

ければならない。 
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⑥建物・公共交通機関等の移動分野福祉サービス分野 

千葉県 京都府 熊本県 
第２条 

六 障害のある人が建物その他の施設又は公共交通機関を

利用する場合において、障害のある人に対して行う次に

掲げる行為 

イ 建物の本質的な構造上やむを得ない場合その他の合

理的な理由なく、障害を理由として、不特定かつ多数

の者の利用に供されている建物その他の施設の利用を

拒否し、若しくは制限し、又はこれに条件を課し、そ

の他不利益な取扱いをすること。 

ロ 本人の生命又は身体の保護のためやむを得ない必要

がある場合その他の合理的な理由なく、障害を理由と

して、公共交通機関の利用を拒否し、若しくは制限し、

又はこれに条件を課し、その他不利益な取扱いをする

こと。 

第６条 〈主体：府及び事業者〉 

(6) 多数の者が利用する建物その他の施設又は公共交通

機関を障害者の利用に供する場合において、当該障害者

に対して、建物その他の施設の構造上又は公共交通機関

の車両等の構造上やむを得ないと認められる場合、当該

障害者の生命又は身体の保護のためやむを得ないと認め

られる場合その他の合理的な理由がある場合を除き、そ

の障害を理由として、建物その他の施設若しくは公共交

通機関の利用を拒み、若しくは制限し、又はこれらに条

件を付し、その他不利益な取扱いをすること。 

第８条 〈主体：何人も〉 

(8) 障害者が不特定かつ多数の者の利用に供されている

建物その他の施設又は公共交通機関を利用する場合にお

いて、障害者に対して、建物その他の施設の構造上又は

公共交通機関の車両、自動車、船舶及び航空機の構造上

やむを得ないと認められる場合、障害者の生命又は身体

の保護のためやむを得ないと認められる場合その他の合

理的な理由がある場合を除き、障害を理由として、建物

その他の施設若しくは公共交通機関の利用を拒み、若し

くは制限し、又はこれらに条件を付し、その他不利益な

取扱いをすること。 

長崎県 鹿児島県 沖縄県 
（建築物の利用における差別の禁止） 

第１５条 多数の者の利用に供される建築物の所有者、管

理者又は占有者は、障害のある人に対して、当該建築物

の構造上やむを得ない場合その他の客観的に正当かつや

むを得ないと認められる特別な事情がある場合を除き、

当該建築物の利用に関し、不均等待遇を行ってはならず、

又は合理的配慮を怠ってはならない。 

 

（交通機関の利用における差別の禁止） 

第１６条 公共交通事業者等（高齢者、障害者等の移動等

の円滑化の促進に関する法律（平成 18年法律第 91号）

第２条第４号に規定する公共交通事業者等をいう。）は、

障害のある人に対して、その管理する旅客施設及び車両

等の構造上やむを得ない場合その他の客観的に正当かつ

やむを得ないと認められる特別な事情がある場合を除

き、当該旅客施設及び車両等の利用に関し、不均等待遇

を行ってはならず、又は合理的配慮を怠ってはならない。 

第１４条 不特定かつ多数の者の利用に供される建物、施

設又は設備（以下「公共的施設」という。）の所有者、管

理者又は占有者は、その公共的施設を障害のある人が利

用する場合において、正当な理由なく、障害を理由とし

て、利用を拒否し、若しくは制限し、又はこれに条件を

付し、その他不利益な取扱いをしてはならない。 

２ 公共交通事業者等（高齢者、障害者等の移動等の円滑化

の促進に関する法律（平成 18年法律第 91号）第２条第

４号に規定する公共交通事業者等をいう。）は、その管理

する旅客施設（同条第５号に規定する旅客施設をいう。）

又は車両等（同条第７号に規定する車両等をいう。）を障

害のある人が利用する場合において、正当な理由なく、

障害を理由として、利用を拒否し、若しくは制限し、又

はこれに条件を付し、その他不利益な取扱いをしてはな

らない。 

（建築物等の利用における差別の禁止） 

第１３条 不特定かつ多数の者の利用に供される建築物そ

の他の施設の所有者、管理者又は占有者は、障害のある

人が建築物その他の施設を利用する場合において、障害

のある人に対して、障害を理由として、当該施設の構造

上やむを得ないことその他の正当な理由がなく、当該施

設の利用を拒み、若しくは制限し、又はこれに条件を課

す行為その他不利益な取扱いをする行為をしてはならな

い。 

 

（公共交通機関の利用における差別の禁止） 

第１４条 公共交通事業者等（高齢者、障害者等の移動等

の円滑化の促進に関する法律（平成 18年法律第 91号）

第２条第４号に規定する公共交通事業者等をいう。）は、

障害のある人が旅客施設（同条第５号に規定する旅客施

設をいう。以下この条において同じ。）又は車両等（同条

第７号に規定する車両等をいう。以下この条において同

じ。）を利用する場合において、障害のある人に対して、

障害を理由として、その管理する旅客施設及び車両等の

構造上やむを得ないことその他の正当な理由がなく、旅

客施設及び車両等の利用を拒み、若しくは制限し、又は

これに条件を課す行為その他不利益な取扱いをする行為

をしてはならない。 
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⑦不動産取引等の分野 

千葉県 京都府 熊本県 
第２条 

七 不動産の取引を行う場合において、障害のある人又は

障害のある人と同居する者に対して、障害を理由として、

不動産の売却、賃貸、転貸又は賃借権の譲渡を拒否し、

若しくは制限し、又はこれに条件を課し、その他不利益

な取扱いをすること。 

第６条 〈主体：府及び事業者〉 

(7) 不動産の取引を行う場合において、障害者又は障害者

と同居する者に対して、建物の構造上やむを得ないと認

められる場合その他の合理的な理由がある場合を除き、

その障害を理由として、不動産の売却若しくは賃貸、賃

借権の譲渡若しくは賃借物の転貸を拒み、若しくは制限

し、又はこれらに条件を付し、その他不利益な取扱いを

すること。 

第８条 〈主体：何人も〉 

(9) 不動産取引を行う場合において、障害者又は障害者と

同居する者に対して、建物の構造上やむを得ないと認め

られる場合その他の合理的な理由がある場合を除き、障

害を理由として、不動産の売却若しくは賃貸、賃借権の

譲渡若しくは賃借物の転貸を拒み、若しくは制限し、又

はこれらに条件を付し、その他不利益な取扱いをするこ

と。 

長崎県 鹿児島県 沖縄県 
第１７条 不動産の売買、交換又は賃貸借その他の不動産

取引（以下「不動産取引」という。）を行おうとする者は、

障害のある人に対して、法令に別段の定めがある場合そ

の他の客観的に正当かつやむを得ないと認められる特別

な事情がある場合を除き、不動産取引契約の締結に関し、

不均等待遇を行ってはならず、又は合理的配慮を怠って

はならない。 

第１５条 不動産取引を行う者は、障害のある人と不動産

取引を行う場合において、正当な理由なく、障害を理由

として、取引を拒否し、若しくは制限し、又はこれに条

件を付し、その他不利益な取扱いをしてはならない。 

第１５条 不動産の取引を行う事業者は、不動産の取引を

行う場合において、障害のある人又は障害のある人と同

居する者に対して、障害を理由として、不動産の構造上

やむを得ないことその他の正当な理由がなく、不動産の

売却、賃貸、転貸又は賃借権の譲渡を拒み、若しくは制

限し、又はこれに条件を課す行為その他不利益な取扱い

をする行為をしてはならない。 
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⑧情報提供の分野 

千葉県 京都府 熊本県 
第２条 

八 情報を提供し、又は情報の提供を受ける場合において、

障害のある人に対して行う次に掲げる行為 

イ 障害を理由として、障害のある人に対して情報の提

供をするときに、これを拒否し、若しくは制限し、又

はこれに条件を課し、その他不利益な取扱いをするこ

と。 

ロ ～略～ 

第６条 〈主体：府及び事業者〉 

(8) 障害者に情報を提供し、又は障害者から情報の提供を

受ける場合において、当該障害者に対して、次に掲げる

取扱いをすること。 

ア 当該障害者から情報の提供を求められた場合におい

て、当該障害者に対して、当該情報を提供することに

より他の者の権利利益を侵害するおそれがあると認め

られる場合その他の合理的な理由がある場合を除き、

その障害を理由として、情報の提供を拒み、若しくは

制限し、又はこれに条件を付し、その他不利益な取扱

いをすること。 

イ ～略～ 

第８条 〈主体：何人も〉 

(10) 障害者から情報の提供を求められた場合において、

障害者に対して、当該情報を提供することにより他の者

の権利利益を侵害するおそれがあると認められる場合そ

の他の合理的な理由がある場合を除き、障害を理由とし

て、情報の提供を拒み、若しくは制限し、又はこれに条

件を付し、その他不利益な取扱いをすること。 

長崎県 鹿児島県 沖縄県 
第１８条 多数の者に対して情報の提供又は発信を行う者

は、障害のある人に対して、障害のある人が受けること

ができる手段による情報の提供又は発信を行うことに著

しい支障がある場合その他の客観的に正当かつやむを得

ないと認められる特別な事情がある場合を除き、当該情

報の提供又は発信に関し、不均等待遇を行ってはならず、

又は合理的配慮を怠ってはならない。 

第１６条 不特定かつ多数の者に対して情報の提供を行う

者又は不特定かつ多数の者から情報を受領する者は、障

害のある人に対して情報の提供を行い、又は障害のある

人から情報を受領する場合において、正当な理由なく、

障害を理由として、情報の提供又は受領を拒否し、若し

くは制限し、又はこれに条件を付し、その他不利益な取

扱いをしてはならない。 

第１７条 障害のある人から情報の提供を求められた者

は、当該障害のある人に対して、障害を理由として、次

に掲げる行為をしてはならない。 

（１）情報を提供することにより他の者の権利利益を侵害

するおそれがあることその他の正当な理由がなく、情

報の提供を拒み、若しくは制限し、又はこれに条件を

課す行為その他不利益な取扱いをする行為 

（２）手話、点字その他障害の特性に応じた手法での情報

の提供が可能である場合に、当該情報の提供を拒む行為 
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⑨障害者の意思表示の受領 

千葉県 京都府 熊本県 
第２条 

八 情報を提供し、又は情報の提供を受ける場合において、

障害のある人に対して行う次に掲げる行為 

イ ～略～ 

ロ 障害を理由として、障害のある人が情報の提供をす

るときに、これを拒否し、若しくは制限し、又はこれ

に条件を課し、その他不利益な取扱いをすること。 

第６条 〈主体：府及び事業者〉 

(8) 障害者に情報を提供し、又は障害者から情報の提供を

受ける場合において、当該障害者に対して、次に掲げる

取扱いをすること。 

ア ～略～ 

イ 当該障害者が意思を表示する場合において、当該障

害者に対して、当該障害者が選択した意思表示の方法

によっては当該障害者の表示しようとする意思を確認

することに著しい支障がある場合その他の合理的な理

由がある場合を除き、その障害を理由として、意思の

表示を受けることを拒み、若しくは制限し、又はこれ

に条件を付し、その他不利益な取扱いをすること。 

第８条 〈主体：何人も〉 

(11) 障害者が意思を表示する場合において、障害者に対

して、障害者が選択した意思表示の方法によっては障害

者の表示しようとする意思を確認することに著しい支障

がある場合その他の合理的な理由がある場合を除き、障

害を理由として、意思の表示を受けることを拒み、又は

これに条件を付し、その他不利益な取扱いをすること。 

長崎県 鹿児島県 沖縄県 
第１９条 障害のある人が用いることができる手段による

意思表示ではその意思を確認することに著しい支障があ

る場合その他の客観的に正当かつやむを得ないと認めら

れる特別な事情がある場合を除き、当該意思表示を受け

ることに関し、不均等待遇を行ってはならず、又は合理

的配慮を怠ってはならない。 

（⑧の条文と同じ） 

第１６条 不特定かつ多数の者に対して情報の提供を行う

者又は不特定かつ多数の者から情報を受領する者は、障

害のある人に対して情報の提供を行い、又は障害のある

人から情報を受領する場合において、正当な理由なく、

障害を理由として、情報の提供又は受領を拒否し、若し

くは制限し、又はこれに条件を付し、その他不利益な取

扱いをしてはならない。 

第１６条 障害のある人から意思の表明を受けようとする

者は、当該障害のある人に対して、障害を理由として、

当該障害のある人が選択した意思の表明の方法によって

は表明しようとする意思を確認することに著しい支障の

あることその他の正当な理由がなく、意思の表明を受け

ることを拒み、若しくは制限し、又はこれに条件を課す

行為その他不利益な取扱いをする行為をしてはならな

い。 

 


